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1．はじめに
　新製品開発には，企業の諸部門が参加することによって，各部門間のインターフェース（In－
terface）とコラボレーション（Collaboration）が重要になり，分業や経営資源の要素別に分解・
構成される組織の境界はあまり意味を持たない。そのようなことは，相互異質的組織・個人（各
領域の専門家）が新製品開発組織を構成することを意味し，新製品の成果を生み出すためには，
開発組織全体の活性化が前提となる。
　そこで本研究では，新製品開発組織のメンバーの活性化の問題に着目し，高橋［10］の組織活性
化の概念と太田［3］の「組織人モデル」・「仕事人モデル」の概念，山下［14］の「活性人モデル」
の概念に基づき，新製品開発組織のメンバーの活性化には高い「一体化度指数」がそのカギにな
ることを指摘する。特に，山下の「活性人モデル」の概念が，「組織人モデル」から「仕事人モ
デル」へのシフトを強調したことに比べ，その逆の関係，すなわち，「仕事人モデル」から「組
織人モデル」へのシフトが新製品開発組織の活性化に重要であるという視点を論じていくことに
する。さらに，本研究では，新製品開発組織の類型を分類した上で，その組織構造と活性化の問
題を論じることにより，新製品開発組織の構造という組織設計の問題に新たな示唆を与えること
を試みる。
74 『明大商学論叢』第90巻第1巻 （74）
2．新製品開発組織のメンバーの特徴
　新製品開発は企業成長の源泉であり，異論の余地がない限り，企業全体を「活性化」させるエ
ンジンの役割を果たす。その成果は，開発プロセス全体の管理効率とともに，当該企業と構成メ
ンバー固有の独創性と知識に依存する場合が多い。前者は経営資源の割当・日程やリスク管理・
部門間調整等に関する組織構造およびそのリーダーの役割と権限に依存し，後者は組織を構成す
る個々の創造性（問題探索能力）と専門能力（問題解決能力）に依存する。開発初期段階（企画・
立案段階）においては個々の創造性が重要となり，生産や販売段階に近くなる程，集団としての
高い能力（調整能力を含む）が要求される。しかしながら，それはあくまでも相対的な視点であ
り，いずれにしても，新製品開発には組織メンバーの創造性・専門能力とその融合が重要である。
すなわち，創造力と総合力が同時に要求されるのである。
　一方，開発組織全体のゴールとメンバーのゴールが必ずしも一致するとは限らない。前述のよ
うに，新製品開発のプロセスには高い専門能力（問題探索と問題解決の両方）が要求されるとい
う点で，そのメンバーはスペシャリストとしての色合いが濃く，さらに新製品開発には総合力，
すなわち様々な専門知識の巧みな融合が要求されるため，個人のもつ専門知識はそのプロセスの
一部のみを構成する場合が多い。そこで，組織には限定された関わりを有するため，個人の目指
す方向性と組織のそれとは異なりがちなのである。
　このように新製品開発組織のメンバーは，多くの場合，後述する「仕事人モデル」［14］によっ
て記述される専門家（スペシャリスト）であり，こうしたメンバーは外部の専門家社会，例えば
学会や協会へのコミットメントが高く，その専門家社会での自己の地位や評価を高めることに主
たる関心が置かれている場合が多い。したがって，自己の所属する組織に対して，最大限の貢献
を期待することは困難である。しかしながら，所属組織への貢献のため，外部の専門家社会との
コミットメントにより得られた専門知識を，新製品開発組織に注入することが必要となる。その
一方で，外部の専門家社会との遮断は，専門能力の低下につながる危険性が高いため，やはり専
門家社会とのコミットメントは新製品開発組織において重要である。ここに，新製品開発組織の
運営の難しさが潜んでおり，外部の専門家社会との関わりを維持したもとで，開発期間中は最大
限の注意の配分とコミットメントを本属の組織に向かわせることが新製品開発組織の活性化の課
題となる。
　その際の活性化は，根本的に動機づけ・インセンティブ・組織との目的一価値の共有・組織
学習と個人学習の関連等の様々な研究視座に関連する複合的問題であるが，ここでその問題を巨
視的にとらえる場合，メンバーの活性化を組織構造との関連で考察することも有意義ではないか
と思われる。なぜなら，上記の巨視的視点に対して，組織構造の微視的要素は人的資源の配置と
その調整や統合問題に帰着し，それもメンバーの活性化に重要な関連をもつと思われるからであ
る。以下では，筆者らの先行研究［5］一［8］に基づき，まず新製品開発組織の類型を考察し，従
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来の組織活性化の研究をレビューした上で，新製品開発組織のメンバーの活性化を組織構造との
関連で論じていくことにする。
3．新製品開発組織の類型
　本節では，筆者ら［5］一［8］の先行研究をふまえ，まず新製品開発組織の基本類型であるマト
リクス組織の特性を記述し，マトリクス組織の問題から登場したセンター型新製品開発組織を中
心に，新製品開発組織の類型と特性を論じることにする。また，新製品開発組織における知識の
問題を簡略に検討していくことにする。
　新製品開発組織の構造を論じる際，R＆D・生産・マーケティングの各職能別組織で深化した
知識を，組織形態として統合する例としてマトリクス組織がしばしばあげられる［2］。タスクの
達成後，マトリクス組織はチーム組織のように解散せず，企業常設機構として維持される傾向が
強い。チーム組織の場合，プロジェクト終了とともに解体することに対して，マトリクス組織は
常設機構として維持される傾向があるため，一定期間に限定せずに知識の統合問題がその重要な
課題の一つになる。
　マトリックス組織の一般的問題として命令体系の複雑化・業務の重複・権力闘争等がしばしば
指摘される［2］。そのような問題点が費用の増加・知識創造の阻害要因になることは間違いない。
また，チーム組織はひとつのプロジェクトに専念する強力な構造であるが，マトリクス構造は複
数プロジェクトに各職能別部門が配属されるため，その運用が効率的に行われない場合には，各
職能別知識とプロジェクト別知識との間の不均衡の状態（全体最適化ではなく部分最適化に陥る
状態）が起こりうる。
　そこで，新製品開発プロセス管理をより効率的に行うための（新製品開発の）組織構造を論じ
ると，それは前述したマトリクス組織の問題点から推論することができるのではないかと思われ
る。まず，命令体系の複雑化と権力闘争から，強力な組織責任者の存在（命令体系の一元化）が
出所：筆者作成
　　　　　　　　　　図1　マトリクス型新製品開発組織
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図2　新製品開発チーム組織
必要になる。次は各職能別部門が複数プロジェクトに関わるという業務の重複から，類似プロジェ
クト（技術的特性もしくは市場特性が類似であるパターン）のグルーピング（grouping）とそ
れに必要な職能別部門の選択的集中の必要性があげられる。そのような条件を満足することが可
能な組織形態はセンター型組織（center－form　organization）である。
　Cusumano　and　Nobeoka［1］によれば，センター型組織は，各プロジェクトの体系的調整の
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ため，類似している各プロジェクトがクラスターを形成（グループ化）し，各々のクラスター内
部ではいくつかの職能部門が各サブ・プロジェクトと結合する組織構造である。すなわち，セン
ター型組織は，新製品開発組織全体として幾つかのプロジェクト・クラスターを形成し，各々の
クラスターが各センターとして運営されるが，そのクラスター内部の組織運営はマトリクス組織
の特徴を有するのである。それに対して，準センター型組織は一部のプロジェクトのみでセンター
型組織の特徴を有する組織形態である。また，センター型組織ではセンター・リーダーがセンター
内の複数プロジェクト（各サブ・グループ）に対する一元的責任をとる。
　ここで注意すべきことは，センター型という新開発組織の類型は，複数のプロジェクトを効率
的に管理・開発するための組織構造という点にある。すなわち，複数プロジェクトを同時的に遂
行することは，ある企業の技術や製品ポートフォリオ（technology　or　production　portfolio）
の複雑性・多様性を意味するのである。それは，換言すると，企業規模の巨大性を意味すること
になる。それに対して，企業規模が相対的に中小規模の場合は，技術や製品ポートフォリオの複
雑性や多様性も相対的に低いため，センター型または準センター型組織を編成する誘因が少ない。
したがって，そのような企業は新製品開発組織としてマトリクス組織もしくはプロジェクト・チー
ムを編成する傾向が強い。
4．組織活性化と1－IChart
　高橋［10］は，「組織活性化」というあいまいな問題に対して，Barnardの組織成立の必要十分
条件，すなわち，
　　（1）相互に意思を伝達できる人々がおり
　　②　それらの人々は行為を貢献しようとする意欲をもって
　　（3）共通目的の達成を目指すときに成立する
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という条件を満足するような組織の状態を活性化された組織と認識し，活性化された組織を，組
織メンバーが，
　　①相互に意思を伝達し合いながら
　　②組織と共有している目的・価値を
　　③能動的に実現していこうとする
状態として定義している。さらに，高橋は②と③の条件に注目し，②の組織と目的・価値を共有
している程度を表すものとして「一体化度指数」（Identification　Index）を，③の能動的に思考
している程度を表すものとして「無関心度指数」（Indifference　Index）を設定している。また，
それらを二軸にとり，組織を構成するメンバーの特性を図4に示す1－IChart（Identification－
Indifference　Chart）上で記述している。
　図4において，活性化された組織は無関心度指数が低く一体化度指数が高い，タイプ3のメン
バーが多い組織であり，タイプ1は組織の命令に忠実であるが，あまり自分から能動的に行動し
ようとしない。また，タイプ2は目的・価値の点では組織と一線を画しているが，行動の点では
命令に従う公務員タイプである。さらに，タイプ4は組織的な行動を期待できないタイプであり，
日本における実際の企業には少ない。
　無関心度指数が低いタイプは，自ら問題を見つけ解決しようとするため，ネットワーク組織
（あるいはマトリクス組織）が可能であり，これが高いタイプは上から指示されたことしかやら
ないため，ヒエラルキー・コントロールの組織のみこのタイプに適する。また，一体化度指数が
高いタイプは計画機能を権限委譲することが可能であり，低いタイプは局所最適化の行動を取り
やすいため，権限委譲を行うことが困難である。
5．活性人モデル
　山下［14］は，組織と仕事の両面に高いコミットメントを示すメンバーを，前節で述べた「組織
活性化」の枠組み［10］の中で検討することにより，太田［3］の「組織人モデル」と「仕事人モデ
ル」を統合した「活性人モデル」の視点を提示している。まず，太田の概念について概説してお
くことにしよう。太田によれば，職業人のコミットメントには，大きく分けて二つのタイプが存
在しており，その際の基準として，組織への関わり方が「目的的」であるか「手段的」であるか
をあげている。
　メンバーに対する組織内の評価が組織外の評価を上回る場合，一般にそのギャップが大きいほ
ど組織と自己を一体化し，そのことがさらにギャップを拡大させることにつながる。その際，個
人の組織への関わり方が「手段的」ではなく「目的的」となり，仕事よりも組織に対して強くコ
ミットメントするという意味で「組織人モデル」である。このモデルにおいて，組織は閉鎖系
（closed　system）として認識されており，労働市場と遮断されているほど，組織は小さな誘因
で大きな貢献を得ることが可能である。また，その場合，専門能力の外部汎用性が重要ではない
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ため，組織に特化した能力を開発する方が個人にとって効率的である。
　一方，個人の専門能力に対する社会的評価・市場評価が高く，それが組織から直接得ることの
できる誘因よりも魅力的な場合，個人は組織に属しながらも専門的能力を発揮する仕事を通して
欲求を実現しようとする。このような仕事への関わり方が「仕事人モデル」であり，社会的評価・
市場評価が重要である点で，組織外部の専門家社会（学会や協会）へのコミットメントが起こり
やすい。仕事人モデルにおいて，組織は開放系（open　system）として認識されており，個人の
選択肢は組織外部にも開かれているため，所属する組織に対する最大限の貢献を行おうとするの
ではなく，あくまでも限定的関わりをもち，「目的的」ではなく「手段的」となる。
　組織人モデルによって記述されるメンバーが，組織に対して一体化・コミットメントしている
ということは，高橋の1－IChartにおける「一体化度指数」が高い状態を意味する。その際の
必要となる学習は，組織と目的・価値を共有するための「幅広い参加的学習」である。それに比
べて，仕事人モデルでは，組織より仕事に対するコミットメントが強いため，スペシャリストと
して自己の仕事での専門能力を向上させる学習が優先される。すなわち，「専門的学習」に対す
る注意の配分が増大するのである。「専門的学習」は高橋の1－1　Chartにおける「無関心度指数」
を低めるため，「仕事人モデル」と「無関心度指数」が深い関連をもつことになる。
　このように山下［14］は，「一体化度指数」を高め，「無関心度指数」を低めることが，組織にお
けるメンバーの活性化を意味するため，組織人モデルと仕事人モデルの両立が組織にとって重要
であるという視点から，「活性人モデル」を提案している。また，組織のメンバーにとって「幅
広い参加的学習」と「専門的学習」の両立が重要であるという視点を提示している。
　このモデルによって記述されるメンバーは，組織に対する関心も仕事に対する関心も高く，組
織に対してできる限りの貢献をしようとすると同時に，積極的に自己のスペシャリストとしての
社会的評価も高めようとする。その際，組織の外部に対する関心も高いため，組織に対する最大
限の貢献まではいかないが，組織内ではできる限りの貢献をしようとするのである。「活性人モ
デル」は主として，「組織人モデル」によって記述されるメンバーの一部が仕事へのコミットメ
表1活性人モデルの特徴
項　　　　　目 特　　　　　　　　　　　　　徴
コ　ミ　ッ　トメ　ン　ト 組織と仕事の両方
組織への関わり方 目的的
一体化度指数 高　い
無関心度指数 低　い
組織に対する貢献 組織内でのできる限りの貢献
専門能力に対する評価 組織内では組織での評価，組織外では社会的評価が重要
専門能力向上への機会 学会・研究会・講習会への参加等
学習の方向性 専門的学習と幅広い参加的学習の両方を積極的に行う
出所：山下［14］，p．131
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ントを高めることによって成立される。さらに，山下はこのようなシフトをポジティブ・アプロー
チとネガティブ・アプローチの二つに分類している。前者は，組織人モデルによって説明される
べきメンバーが高い専門能力を持つようになる場合を意味し，プライベートの時間には自己の専
門能力およびその社会的評価を高めるため，学会や研究会・社会人学生としての大学院進学を積
極的に行う。後者は，バブル経済崩壊後の雇用不安によることが大きく，自己の力で新たな職を
得ることができるように，自己の専門に対する社会的評価を高めていこうとする場合を意味する。
しかしながら，いずれにせよ，両者とも組織への貢献がもっとも重要であり，どちらかというと，
組織へのコミットメントは手段的ではなく「目的的」であるといえよう。
　以上のような「活性人モデル」の特徴をまとめると，表1のようになる。
6．新製品開発組織のメンバーの活性化
　新製品開発は，企業の諸部門が参加するため，各部門間のインターフェースが重要になり，分
業や経営資源の要素別に分解・構成される組織の境界はあまり意味を持たない。そのような面は，
相互異質的組織・個人（各領域の専門家）が新製品開発組織を構成することを意味し，新製品開
発の可視的成果を生み出すためには，そのメンバーの活性化が重要であり，前節の組織活性化の
議論を同問題にも適用することができる。
　一般的にいうと，新製品開発組織のメンバーは，スペシャリストの集合体であり，専門的能力
を発揮する仕事を通して欲求を実現しようとする。また，個人の専門能力に対する組織内の評価
のみならず，社会的評価を重視する傾向があるため，本属の組織より組織外部の専門家社会（学
会や協会）へのコミットメントが起こりやすいことは前述の通りである。そのようなことから，
所属する組織に対する最大限の貢献を行おうとするのではなく，あくまでも限定的関わりをもち，
「目的的」ではなく「手段的」となりやすいのである。
　一方，個人学習の側面を考えると，組織より仕事に対するコミットメントが強いため，スペシャ
リストとして自己の仕事での専門能力を向上させる学習が優先される。すなわち，「専門的学習」
に対する注意の配分が増大するのである。
　以上のことから，新製品開発組織のメンバーは，太田［3］のいう「仕事人モデル」に近い性質
をもっており，「専門的学習」に対する注意の配分が大きいため，高橋［10］の1－IChartにおけ
る「無関心度指数」が低いメンバーとして位置づけられる。しかし，新製品開発組織全体の活性
化のためには，「無関心度指数」のみならず「一体化度指数」を高めることが重要である。とり
わけ，前述のように，新製品開発組織のメンバーは「無関心度指数」が低いため，その「一体化
度指数」を高めることによって新製品開発組織の活性化が期待される。そこで，「組織人モデル」
と「仕事人モデル」の両立と，「幅広い参加的学習」と「専門的学習」の両立が新製品開発組織
にとっても重要であるという視点から，山下［14］の「活性人モデル」と同様の議論を展開するこ
とが可能ではないかと思われる。しかし，「活性人モデル」が主として，「組織人モデル」によっ
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て記述されるメンバーの一部が仕事へのコミットメントを高めることによって成立するのに対し
て，本研究でいう新製品開発組織のメンバーの活性化は，多くの場合その逆の関係，すなわち
「仕事人モデル」によって記述されるメンバーの一部が組織へのコミットメントを高めることに
よって成立するという点に注意を要する。
　新製品開発組織のメンバーは，常に開発成果を意識することになり，その成果によって組織内
部（部署が変わっても）の昇進・昇格あるいは転職の際の評価が左右される。すなわち，自己の
有する専門能力のみならず，あるプロジェクトに対する貢献もその評価軸として重要なのである。
したがって，目的・価値の点では組織と一線を画しやすいものの，自己の属する組織への貢献に
ついても高めようとする誘因が強い。スペシャリストとして組織への関わり方が「手段的」では
あるが，組織へのコミットメントも自己にとって重要なのである。また，新製品開発プロセスに
おいてそれが自己の専門知識（新製品コンセプトも含む）に依存する度合が大きい場合，もしく
は自己の役割分担（新製品組織内でのポスト）の比率が相対的に高い場合，組織への関わり方が
「手段的」ではなく「目的的」になることも十分にあり得る。その結果，組織との「一体化度指
数」が高まるのである。
　一方，学習の面では，「専門的学習」に対する注意の配分が大きくなりやすいが，新製品開発
は他の専門領域とのインターフェースとコラボレーションが重要であるため，組織へのコミット
メントを積極的に行う際，専門領域間の「幅広い参加的学習」が新製品開発組織におけるパフォー
マンス向上のカギとなる。また，そのメンバーにとって，その専門知識に関する能力向上の機会
は，新製品開発組織が多様な専門知識をもつメンバーで構成されるという点で，組織外部のみな
らず組織内部での他の関連知識にも潜在している。
　以上の議論をまとめると，表2のようになる。
表2　新製品開発組織のメンバーの活性化
項　　　　　目 特　　　　　　　　　　　　　徴
コ　ミ　ッ　トメ　ン　ト 組織と仕事の両方
組織への関わり方 目的的
一体化度指数 高　い
無関心度指数 低　い
組織に対する貢献 組織内での最大限の貢献
専門能力に対する評価 組織内では組織での評価，組織外では社会的評価が重要
専門能力向上への機会 学会・研究会・講習会への参加，組織内部の他の専門家とのつながり等
学習の方向性 専門的学習と幅広い参加的学習の両方を積極的に行う
出所：筆者作成
　表2は，山下の「活性人モデル」（表1）とほぼ同様の特徴を示しているが，前述のように，
山下のいう「活性人モデル」が主として，「組織人モデル」によって記述されるメンバーの一部
が仕事へのコミットメントを高めることに焦点を当てているのに対して，本研究でいう新製品開
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発組織のメンバーの活性化は，多くの場合その逆の関係，すなわち「仕事人モデル」によって記
述されるメンバーの一部が組織へのコミットメントを高めることで成立する「活性人モデル」に
注目している点に大きな差異が存在する。また，新製品開発組織の特徴により，専門能力向上の
機会は外部の専門家社会のみに依存するのではなく，組織内部の（他の領域の）専門家にも存在
し得ることが山下のいう「活性人モデル」と区別される。その際，学習の方向性は，専門的学習
と幅広い参加的学習［14］の両方が起こり得るが，幅広い参加的学習に関しては専門性の高い関連
知識を意味する場合が多いところに特徴がある。したがって，幅広い参加的学習の方向性は専門
的学習に近いのである。
　一方，前述のように，スペシャリストとしての組織への関わり方が「手段的」ではなく「目的
的」になるためには，新製品開発プロセスにおいてそれが自己の専門知識に依存する度合が大き
いこと，もしくは自己の役割のウエートが相対的に高いことが必要である。したがって，前者の
場合は少数のメンバーで遂行される小規模のプロジェクトやシステム複雑性が相対的に低い時に，
後者の場合はリーダーや中間マネジャーである時に成立しやすいのである。ここに，大規模なプ
ロジェクトを構成するサブ・プロジェクトの弾力的細分化と権限委譲の重要性が再認識されよう。
7．新製品開発組織の構造とメンバーの活性化
　3節では，新製品開発組織の類型を
　　①マトリクス組織
　　②新製品開発チーム
　　③センター型開発組織
の三つに分類した。本節では各々の類型とそのメンバーの活性化の問題を検討していくことにす
る。新製品開発組織におけるメンバーは，スペシャリストである点で，「仕事人モデル」に近い
が，上記の類型によって微妙な関係が存在し，その活性化も異なる。
　まず，①のマトリクス（型新製品開発）組織は，職能別組織における機能別知識の専門化とチー
ム組織の諸専門領域の相互依存性を組織形態的に結合したものであり，プロジェクトの性格によ
るが，基本的に職能別組織へのコミットメントが優先されるという点で，そのメンバーは自己の
専門知識，あるいは本属の組織へのコミットメントが優先される。そのたあ，前者の場合，「仕
事人モデル」になりやすく，後者の場合，「組織人モデル」になりやすい。そのようなことから，
新製品開発組織としての活性化にはつながりにくい面をもつことがわかる。なぜなら，「仕事人
モデル」から「組織人モデル」への両立か，もしくはその逆かが新製品開発（プロジェクトへの
コミットメント）ではなく，本属の所属部署へのコミットメントが優先されやすいからである。
　次に，②の新製品開発チームは，一つの組織として相互依存的に活動し，プロジェクトの活動
期間では新製品開発組織へのコミットメントという点で，「仕事人モデル」と「組織人モデル」
の両立が可能である。しかしながら，プロジェクト終了後は解散するため，「組織人モデル」よ
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り「仕事人モデル」としての誘因が強い。すなわち，チームという組織は一時的であるため，新
製品開発組織へのコミットメントも一時的で，マトリクス組織と同様にもとの本属の部署との関
わりが重要となり，新製品開発組織への関わりではなく本属の部署との関わりの関連で「組織人
モデル」と「仕事人モデル」の両立がそのメンバーにとって重要である。さらに，チーム組織の
メンバーが新製品開発プロセスにおいて自己部門の利益を優先する行動（局所最適化の行動，山
下［14］）を取りやすいという点で，「組織人モデル」の行動を抑制することになりやすい。
　最後に，③のセンター型開発組織は，新製品開発組織全体としては，いくつかのプロジェクト
がクラスターを形成（グループ化）し，各々のクラスターはセンターとして運営されるが，クラ
スター内部の組織運営はマトリクス組織の特性をもつ。また，開発全過程にわたる非常に強い権
限をもつ開発リーダーとしてのセンター長の存在とセンター内外の多様なチームの活用という特
徴があり，全体としては一つの長期的常設組織として存続される傾向が強い。開発組織全体とし
てはセンターという長期的な一つの組織であるため，そのメンバーはセンター内部での関わりの
主たる部門が異なるものの，本属の組織それ自体が開発センターになるという点で，マトリクス
組織や新製品開発チームに比べて新製品開発組織への「一体化」が相対的に高いのではないかと
思われる。新製品開発組織の活性化の主たる課題，すなわち，「一体化度指数」を高めることに
相対的に適する組織構造なのである。そのような組織構造上，「組織人モデル」と「仕事人モデ
ル」の両立が他の新製品開発組織の類型より相対的に容易ではないかと思われる。
　しかしながら，全体プロジェクトの目標とセンターへの帰属意識を共有しやすい組織構造であ
るにもかかわらず，それと同時にセンター内部の複数プロジェクトの細分化や多様なチームの編
成・人的資源の配置等が適切に行われない場合，センター内部での関わりの主たる部門の利益を
優先する行動をとりやすいという，上記のマトリクス（型新製品開発）組織と新製品開発チーム
の問題点に再帰する危険性も秘めている。また，センター・リーダー（新製品開発センターの公
式的・総括的リーダー）に過度な権限が集中する場合，新製品開発プロセスにおける意思決定の
特徴が単なる命令・服従の関係になりやすいという点で，その構成員は単に専門的タスクのみを
遂行するメンバーに過ぎなくなる。それは換言すると，新製品開発プロジェクトにおいて，その
メンバーの権限行使の範囲が非常に狭く，単なる受動的「問題解決者」になることを意味する。
その場合，個々のメンバーは新製品開発とその組織の目的や目標と乖離しやすく，組織への関わ
り方が「目的的」ではなく「手段的」となることから，単なる「仕事人モデル」に陥りやすくな
る。その結果，「一体化度指数」を高めるのは遇遠で組織への最大限のコミットメントを期待す
るのは困難である。
　一方，3節で述べたように，センター型新製品開発組織のリーダーは製品・技術コンセプトま
で決定するといった非常に強い権限を有するため，それは新製品開発における「問題探索」の方
向性まで強く関与することを意味する。そのような意味で，個々のメンバーはその専門性と創造
性のエネルギーを与えられた問題の解決のみに注入することになり，その結果，開発リーダーが
オールマイティではない限り，画期的な新製品や新技術のコンセプトが生成しにくいのはいうま
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でもない。このようなことからも，メンバーは組織への関わりが「目的的」ではなく「手段的」
になりやすいという危険性が理解される。
　以上，本節の議論，すなわち新製品開発組織の構造との関係でメンバーの活性化の問題をまと
めると，それは
　　（1）本属の部門とプロジェクトの関連性
　　②　プロジェクトにおける自由裁量の度合
に依存する。すなわち，新製品開発組織の活性化には，（1）よりプロジェクトにおけるメンバーの
配置問題（組織間の統合と分解の問題）が，（2）より新製品開発プロセスにおけるメンバーの役割
とリーダーの権限との関係が重要な視点となるのである。前者はサブ・プロジェクトとチームの
弾力的細分化に，後者は権限委譲に深く関連する問題である。
　特に，前者はプロジェクト組織の存続の期間（一時的か否か）に，後者は権限委譲の所在と範
囲（問題解決プロセスのみか否か）によって大きな差異が生じる。したがって，他の条件（動機
づけ・インセンティブ等の人事管理上の問題）が一定であると仮定し，組織構造との関連で新製
品開発組織のメンバーの活性化を論じると，新製品開発組織への最大限のコミットメントを生み
出すための条件，すなわち組織への関わりが「目的的」になり，「一体化度指数」を高めること
は，プロジェクト組織の存続の期間と自由裁量の所在・範囲，メンバーの配置問題に帰着する。
自由裁量の所在・範囲，メンバーの配置問題は組織設計の一般問題においても重要であるが，新
製品開発組織のようにスペシャリストの集団においては自由裁量の所在・範囲がより重要な視点
となり，その前提の上で専門性と創造性が首尾よく機能するための配置問題が重要であろう。特
に，新製品開発は高度な専門性のみならず，それと同様の創造性が要求され，部門間・個人（専
門家）間のコラボレーションとインターフェースの側面から関連知識に関する「幅広い参加的学
習」が要求されるという点で，自由裁量の所在（特に，問題探索の所在）が新製品開発成果の基
盤となる。それは部門間・専門領域間の垣根を越えることを意味し，それを支えるための組織構
造が新製品開発組織の設計に共通した課題であろう。
　以上，本研究は，新製品開発プロセスの管理的効率や知識共有を強調した先行研究に対して，
組織構造との関連でメンバーの活性化に注目しているところに特徴がある。そのような本研究の
分析視座は，組織構造の差異によってそのメンバーの活性化が異なること，また自由裁量の所在・
範囲とメンバーの配置問題が組織構造と密接な関連を有することを指摘した点で，（新製品開発
論における）先行研究の限界を補う新たな視点を与えた。特に，新製品開発組織の類型とメンバー
の活性化の関係を，本研究の分析視座により，すなわち組織活性化研究［10］・［14］とメンバーの
コミットメント研究［3］・［14］および学習の二面性研究［14］の枠組みで捉え直すことにより，新
製品開発組織の特徴がより理解しやすいものとなる。そういった意味で，本研究の分析視座は，
新製品開発組織に焦点を当てた既存研究に対して，新たなアプローチの方向性を示唆するものと
なろう。
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8．おわりに
　本研究では，新製品開発組織のメンバーの活性化の問題に着目し，高橋［10］の組織活性化の概
念と太田［3］の「組織人モデル」・「仕事人モデル」の概念，山下［14］の「活性人モデル」の概念
に基づき，新製品開発組織のメンバーの活性化には高い「一体化度指数」がそのカギになること
を指摘した。それにより，山下の「活性人モデル」の概念が，「組織人モデル」から「仕事人モ
デル」へのシフトを強調したことに比べ，その逆の関係，すなわち，「仕事人モデル」から「組
織人モデル」へのシフトが新製品開発組織の活性化に重要であるという議論を展開した。
　さらに，本研究では，新製品開発組織の類型を分類した上で，その組織構造と活性化の関係が
①本属の部門とプロジェクトの関連性，②プロジェクトにおける自由裁量の度合に大きく依存す
ることを指摘し，特に自由裁量の所在・範囲がより重要な視点となり，その前提の上で専門性と
創造性が首尾よく機能するための配置問題の重要性を論じることにより，新製品開発組織の組織
設計の問題を考察することに新たな地平を広げた。
　本研究は，文部科学省オープンリサーチセンター整備事業「クォリティ志向型人材育成とスマートビジネ
ス・コラボレーションー経営品質科学に関する研究一」の一環として行われたものである。
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